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法定受託事務の有無 予算区分（款 － 項 － 目）

その他（関係計画、要綱等） 介護保険法、長久手市第８次高齢者福祉計画及び第７期介護保険事業計画 3-2-1 包括的支援事業費

事業開始の背景、経緯等
高齢者のケアに関する地域の総合的なマネジメントのため、平成18年度に地域包括支援センターが設置された。また、平成
30年4月から全ての市町村で在宅医療・介護連携、認知症総合支援及び地域ケア会議推進事業（新しい包括的支援事業）
を開始することとなった。

（両者と協働不可の場合はその理由）

①事業内容
（どんな活動を行うのか）

②アウトプット【活動指標】
（活動の結果、どうなるのか）

③中間アウトカム【成果指標】
（対象はどうなるのか）

④最終アウトカム
（市としてどうなるのか）

主として市内在住の65歳以上の人

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
(2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

予算 83,202 103,397 101,230 32,393 32,261

決算 78,185 84,735 29,489 26,825 -

人件費(B) 千円 決算 14,779 13,897 12,541 13,334 -

総コスト(C)＝(A＋B) 千円 決算 92,964 98,632 42,030 40,159 -

事業対象の数(D)
（R5年度は想定数）

人 9,804 10,042 10,235 10,390 10,590

対象あたりコスト（C/D)の
過去３年平均値

千円 9 10 6 6

中間アウトカム【成果指標】の数値設定
（事業の意図を反映する指標）

地域包括支援センターへの相談件数 件 5,494 6,000 6,500

（指標の設定根拠） （数値目標の根拠：調査名、調査年など出典）

相談件数の多さが、市民に広く周知された、敷居の低い包括支援センターとして、相
談支援体制が充実し、機能しているという一つの指標となるため

支援が必要な高齢者の増加に加え、家族からの相談も緩やかに増
加していることから、地域包括支援センターが徐々に市民へ浸透して
いる。そのため、相談件数は増加すると推測される。

高齢者のケアに関する地域の総合的なマネジメントのため、平成18年度に地域包括支援センターが設置された。以来、総合
相談を始め、認知症に関する普及啓発及び地域ケア会議等の事業を通して、地域包括支援センターについて周知を進めて
きた。また、関連機関の行う事業においても、包括が適宜連携し、周知のきっかけとなっている。コロナ禍においても、電話相
談等を通して、相談件数は微増し続けている。
（活動のエピソード、コメント、特記事項など）

令和3年度はほとんどオンライン形式だったが、新型コロナウイルス感染症の対策をしながら、集合形式での会議や交流を
再開した。それにより、参加者同士の顔の見える関係が再び築かれるようになり、様々な職種での連携につながるきっかけ
づくりができた。

（改善が必要なこと、改善の方法など）

会議等の参加者は固定されつつあるため、さらに幅が広げられるように呼びかけが必要と考える。

（事業の成果を高めるための事業の方向性）

取組の一つとして、地域包括支援センターが中心となり、行政機関、医療関係者、NPO法人や民間企業等、多様な主体がネットワークを構
築するために地域ケア会議を実施している。
改善ポイントを踏まえ、令和５年度は議題となる方の支援者を交えて課題解決を深堀し検討するなど、会議参加者の幅を広げる。

市民・民間事業者との
連携協働の可能性

両者と協働可
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地域包括支援センターを中心
として、行政機関、医療関係
者、NPO法人や民間企業等、
多様な主体がネットワークを
構築し、地域に住む高齢者の
生活を支えるための仕組みづ
くりを進める。

支援を必要とする高齢者が急
増しても、自助・互助・共助・
公助の各機能が最大限発揮
され、高齢者になっても自分ら
しく暮らせる街となる。

住まい、医療、介護、予防、生
活支援が一体的に提供される
長久手モデルの地域包括ケ
アシステムの中で生活でき、
重度の介護状態になっても住
み慣れた場所で暮らし続ける
ことができる。

介護保険法第115条の46に規定される事業を包
括的支援事業として実施する。下記の業務を通し
て、いつまでも住み慣れた地域で自分らしく生活
できるようにする。
①地域包括支援センターの運営を行い、介護予
防ケアマネジメント、総合相談、権利擁護、包括
的・継続的ケアマネジメント等の業務を行う。
②医療と介護の連携を推進する事業、地域での
認知症のケアを効果的に推進する事業及び多職
種による地域のケアマネジメントのあり方や課題
を抽出する事業を行う。

項目 単位 区分

事業費(A) 千円

進
捗
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単位
【現状】

R4年度（2022）年実績
【目標①】

R9年度（2027）年実績
【目標②】

R14年度（2032）年実績
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り
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り

事業開始からの経緯など

令和４年度の成果

改善ポイント
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後
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【誰を対象に】

【目的】

【今後の目標】

事務事業① 生活支援体制整備事業

活動指標 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

（事務事業の具体的な活動の指標） (2022) (2023) (2024) (2025) (2026)

見込 100 110 110 120 130

実績 104

見込 500 500 500 500 500

実績 430

見込

実績

＜備考：活動の概要（R４年度(2022)）＞

Ｒ４年度中に、新規19名を養成した。また、交流会を6回開催、ニュースレターを2回発行した。 コスト投入 現状維持

事務事業② 高齢者支援ネットワーク事業

活動指標 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

（事務事業の具体的な活動の指標） (2022) (2023) (2024) (2025) (2026)

見込 1,010 1,040 1,050 1,050 1,050

実績 730

見込 20 20 20 20 20

実績 17

見込

実績

＜備考：活動の概要（R４年度(2022)）＞

地域ケア会議：6回開催、入退院支援部会：4回開催、多職種連携推進交流部会：17回開催 コスト投入 現状維持

事務事業③ 認知症理解普及啓発事業

活動指標 単位 区分 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

見込 1,350 1,400 1,400 1,400 1,400

実績 267

見込 20 25 25 25 25

実績 14

見込

実績

＜備考：活動の概要（R４年度(2022)）＞

小・中・高校、大学及び民間企業等で、計１４回講座を実施した。
新型コロナウィルス感染症拡大防止や、小中学校のカリキュラムにおいて、講座受講が必須でなくなった
ことの影響により、実施回数及び受講者数が減少し、見込を大幅に下回った。

コスト投入 現状維持

単位 区分

(1)
【アクションプラン】生活支援サポー

ター養成人数（累計）
人

(2) 生活支援サポーター活動件数 件

(3)

今後の方向性 拡充

単位 区分

(1)
【アクションプラン】

多職種連携事業参加者数
【単年】

人

(2) 多職種連携事業実施回数 回

(3)

今後の方向性 拡充

(1)
【アクションプラン】

認知症サポーター養成講座
参加者数【単年】

人

(2)
認知症サポーター養成講座

実施回数
回

(3)

今後の方向性 改善・見直し
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